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動き出す農地中間管理機構と現場からの示唆
（小針美和）

本稿では、本年度から始動した農地中間管理機

構について、その成立過程と特徴の整理と現場に

おける農地集積事例からの示唆を踏まえて、機構

を有効的な仕組みとするための課題を整理した。

現在の機構の仕組みの特徴としては、農地の権

利移動における地域の主体性の尊重という考え方

が希薄化していると考えられる。一方で、現場で

の円滑な農地集積は、現場の主体的な取組みによ

り関係者が信頼関係を築くなかで進められており、

特に地域における話合いの場が重要となっている。

今後は、高齢農業者のリタイアが進むなかで、

地域農業を実際に担う担い手農業者同士の話合い

がより重要になると考えられる。また、現場の声

を制度や推進体制の整備に反映した、現場の取組

みが生きる仕組みの構築が求められる。

未利用材の供給不足が懸念される木質バイオマス発電
（安藤範親）

全国各地で木質バイオマス発電所の建設に向け

た動きがみられ、2012年 7月以降に稼働もしくは

計画が発表された発電所は81件に上る。発電所に

よる燃料用の未利用材需要が、全国でどれほど見

込まれるのか地域別に推計した結果、少なくとも

全国で427万トンの需要が発生すると推計された。

しかし、未利用材の供給可能量は現状401万ト

ンであり26万トンの需要を満たせない。なかでも、

中部地方、四国地方、九州地方で未利用材が不足

する可能性がある。素材生産量増加の見通しから

は、未利用材の供給不足懸念が今後も解消される

見込みはなく、発電所が燃料不足を回避するため

には、未利用材以外の材を使う以外に解決策はな

い。輸入チップやPKS（パームヤシ殻）、もしくは

製材や合板向けの国産材で代用されるであろう。

デンマークの農業と農産物貿易
（一瀬裕一郎）

デンマークが農産物輸出において強い競争力を

持つ背景は、①EU共通市場の存在、②養豚・豚肉

産業のインテグレーション、③協同組合組織の大

きな位置づけ、④品種改良による家畜能力の向上、

⑤サンドウィッチ方式と呼ばれる農業者教育、⑥

輸出先国別のマーケティング、⑦農業経営の規模

拡大、食品産業のM&A、生産資源・経営資源の再

配分である。一方で、課題は、①高い生産費、②

厳しい環境等の規制、③競争相手国の台頭である。

日本とデンマークでは、国民 1人あたり農地面

積、企業の集中度、自由貿易圏の有無等で相違が

ある。ただし、デンマークにおける食品産業のイ

ンテグレーション、協同組合組織の役割、農業者

教育、家畜改良の仕組み、食品産業の合併を通じ

た事業の拡大等は、日本にとって参考となろう。

スペイン・モンドラゴン協同組合グループの動向
（坂内　久）

1980年のICAのレイドロウ報告「西暦2000年に

おける協同組合」で、協同組合の成功例として日

本の総合農協とともにスペインのモンドラゴン協

同組合が紹介され、モンドラゴンは世界的な注目

を集めてきた。

ところが、13年11月に傘下のFAGORの破綻が

報じられ、日本の協同組合関係者間にも驚きをも

って伝えられたが、これについて必ずしも正確に

伝わっていないようである。倒産したのは冷蔵庫

や洗濯機、食器洗浄機、電気コンロ等々を製造す

る「ファゴール・エレクトロドメスティコス協同

組合（FAGOR Electrodomesticos）」で、本稿は、

14年 2月の現地訪問でのヒアリングをもとに、そ

の破綻の経緯と対応および今後の課題ついて取り

まとめたものである。
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農林金融2014年 7月号 潮流 　来るべき資金不足経済
情勢判断

1　消費税増税の経済・物価への影響見極めが
続く

2　2014～15年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

情勢判断（海外経済金融）
1　持ち直しの動きが強まる米国経済
2　ユーロ圏の危機は終わったのか？
3　緩やかな景気回復に向かう中国経済
4　 1～ 3月期の新興・資源国は総じて成長
加速せず

分析レポート
1　足踏み状態が続く米国の住宅市場
2　中国の不動産向け貸出の現状と特徴

連載
1　指標観測
　　　家計調査
2　米国の経済指標を斬る！
　　　失業率（2）

海外の話題
シンガポールの車事情

2014年 7月号

（情勢）

集落営農の概要と集落一農場型集落営農の成功要因
（藤野信之）

はじめに

1　 集落営農の概要

（1）　集落営農の概念

（2）　集落営農の農政上の位置づけ

2　 日本農業における位置づけ

（1）　担い手の利用面積に占める割合

（2）　稲作における位置

3　集落営農の生成・発展

4　Ａ集落営農の成功要因

（1）　Ａ集落営農の立地条件

（2）　Ａ集落営農の歩み

（3）　Ａ集落営農の概要

（4）　Ａ集落営農の成功要因と展望

5　集落営農の課題

〈シンポジウムの記録〉
地域から取り組む再生可能エネルギー
―ドイツに学ぶ協同組合の役割―

当総研は、本年 3月19日にJC総研との共催で
表題のシンポジウムを開催した。基調講演には、
地域からのエネルギー転換を推進するコンサルタ
ント会社であるアグロクラフト社専務のミヒャエ
ル・ディーステル氏、エネルギー協同組合の新設
に詳しいドイツ協同組合・ライファイゼン協会デ
ィレクターのアンドレアス・ヴィーク氏の両名を
招き、日本からの報告として北海道下川町環境未
来都市推進本部長の春日隆司氏、京都大学大学院
経済学研究科教授で飯田市再生可能エネルギー導
入支援審査会長の諸富徹氏の両名にもご登壇いた
だいた。本記録は、上記の講演とその後に数名の
パネリストを加えて行われたパネルディスカッシ
ョンの概要を、農林中金総合研究所の責任で取り
まとめたものである。

潮流 　「追加金融緩和」をどう考えるか
情勢判断
反動減からのリバウンドとその持続性へ注目集
まる

情勢判断（海外経済金融）
1　 寒波の影響が和らぎ、持ち直す米国経済
2　 ディスインフレ下のユーロ圏で続く株価の
上昇

3　投資鈍化を受け、弱い動きが続く中国経済
4　足元では資金流入の兆しもみられる新興・
資源国市場

経済見通し
 2014～15年度改訂経済見通し

分析レポート
中国の不動産価格上昇率鈍化の背景について

連載
1　物価　古今東西
　　　地価
2　米国の経済指標を斬る！
　　　失業率（1）

2014年 6月号
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